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〔帯より〕 
発売 36 年目に入ったロングセラー！ 
教科書として広く採用！ 知的財産法解説の決定版 
 ・平成 27 年の特許法・不正競争防止法の改正を反映済み 
 ・特許法条約・商標法に関するシンガポール条約加入に伴う改正も反映 
 ・信頼を得て 36 年。法改正を織り込み進化中！ 
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